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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、アファーマティブ・アクション（以下「AA」という。）に関する合衆国
最高裁判例を批判的に検討し、反従属原理に基づいて社会構造上の差別の解消を憲法
上の責務と解した上で、AAの憲法上の位置づけ及びその違憲審査の在り方を考察する
意欲的な研究であり、法の下の平等に関する憲法解釈論に新たな知見をもたらす優れ
た水準の業績であると評価できる。 
 第一に、これまで、AAの目的として、過去の差別の是正と多様性の確保が挙げられ
てきたが、本論文は、２つの目的の原理的な基礎を探究し、それぞれ反従属原理と多
文化主義に基礎を置くとする。そして、これらの原理を個人主義の観点から綿密に検
討し、さらに平等における能力・成果の位置づけについて考察を加えた上で、反従属
原理の優位性を導くものであり、AAの正当化根拠の原理的な考察を本格的に行った研
究として重要な意義を有する。 
 第二に、本論文は、原理的な考察とともに、AAの合憲性をめぐって厳しく意見が対
立する合衆国最高裁の判例を、1978年のBakke事件から最新の判決に至るまで丹念に分
析し、判例法理を導出している。錯綜する議論を整理し、争点を明確にする、その堅
実な判例解釈の手法もまた高く評価されるべきである。 
第三に、本論文がAAに関する理論的・比較法的検討を日本国憲法第14条第1項と接合
させ、新たな解釈論の可能性を示している点が注目に値する。従来、最高裁判例及び
通説は、同項が、一体として、国家による別異取扱いに対し合理的根拠を求めるもの
であると理解してきている。それに対して、本論文は、同項の前段と後段を区別し、
後段の文言等に着目して、後段が社会構造上の差別の是正を要請する独自の意義を有
するものであるとの解釈を提示しており、その着想の斬新さと理論的な構想力が高く
評価されるべきである。 
第四に、このような新たな解釈論の展開に際して、本論文は、平等に関する実体論
だけではなく、平等を実現する国家機関の正統性及び能力等の制度論的課題をも含め
て検討し、「抽象的権利」の概念を導入するなど、現実の立法及び司法過程における
実現可能性を考慮に入れることで、その説得力を高めている。 
もっとも、本論文においては、AAをめぐる合衆国での論争の歴史的・社会的背景に
関する言及が必ずしも十分でなく、反従属原理や多文化主義以外の理論について立ち
入った検討が見られない。また、日本国憲法の解釈論については、違憲審査の具体的
な在り方など、さらなる彫琢を要する点がある。とはいえ、前者は、本論文の視座を
限定したことに起因するものであり、また後者についても、本論文の先駆性を示すも
のであって、いずれも今後の研究の進展によって検討が深められることが期待でき
る。 
以上の点を総合的に勘案すれば、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応し
いものであり、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると
認められる。 
また、平成27年2月5日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
 
 果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
